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(57)【要約】
　給水その他の液体の微生物内容を、それが膜又は伝熱
装置などのプロセス装置内に入る前に、破壊又は奪活さ
せることによって、生物汚損を低下又は防止する方法。
該方法は、放電及び／又は電場を用いて、表面の生物汚
損の原因となる微生物を破壊することを含む。水中の微
生物を破壊することによって、微生物はプロセス装置表
面又は内部での頑固な生物膜を生じることができなくな
る。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
工業プロセスにおける装置表面の生物汚損を低減する方法であって、プロセスに供給され
る液体を、プロセス装置に導入される前に、強電場に付して菌体を破壊することによって
前処理することを含む方法。
【請求項２】
強電場が、パルス電場を用いた高電圧プロセスを含む、請求項１記載の方法。
【請求項３】
前記電場が短い高電圧パルスを含む、請求項１記載の方法。
【請求項４】
印加される電場の強さが約１０～約８０ｋＶ／ｃｍである、請求項１記載の方法。
【請求項５】
電場の強さが約２５～約６０ｋＶ／ｃｍである、請求項４記載の方法。
【請求項６】
前記パルスが矩形波からなる、請求項３記載の方法。
【請求項７】
前記矩形波の持続時間が約１０-4～約１０19秒、好ましくは約１０-6～約１０-9秒である
、請求項６記載の方法。
【請求項８】
工業用水システムにおける生物汚損を防止する方法であって、水を、プロセス装置に導入
される前に、パルス電場を用いた高電圧プロセスに付すことによって前処理することを含
む方法。
【請求項９】
電場の強さが約１０～約８０ｋＶ／ｃｍである、請求項８記載の方法。
【請求項１０】
高電圧プロセスの後、プロセス装置に入る前の水に、殺生物剤、殺菌消毒剤又はこれらの
組合せを添加することをさらに含む、請求項１記載の方法。
【請求項１１】
前記水システムが膜、伝熱装置又はこれらの組合せを含む、請求項１記載の方法。
【請求項１２】
高電圧プロセスの後、プロセス装置に入る前の水に、殺生物剤、殺菌消毒剤又はこれらの
組合せを添加することをさらに含む、請求項８記載の方法。
【請求項１３】
前記水システムが膜、伝熱装置又はこれらの組合せを含む、請求項８記載の方法。
【請求項１４】
工業用水システムにおける生物汚損を低下させる方法であって、マイクロ秒又はマイクロ
秒未満のパルスからなる放電に水を付すことによって水を前処理することを含む方法。
【請求項１５】
水中に空気又は気泡を導入することをさらに含む、請求項１４記載の方法。
【請求項１６】
１以上の電極チップを気水界面又は水カラム表面に配置する、請求項１４記載の方法。
【請求項１７】
電極の表面が誘電体又は絶縁体で被覆されていて、電極チップの一部分だけが水に露出さ
れる、請求項１６記載の方法。
【請求項１８】
電極チップを介して空気又は気泡が注入される、請求項１５記載の方法。
【請求項１９】
工業用水システムにおける生物汚損を防止する方法であって、マイクロ秒パルスからなる
放電に水を付すことによって、水を前処理することを含む方法。
【請求項２０】
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殺生物剤の活性を増強するために適用される請求項１４記載の方法であって、放電プロセ
スの後、プロセス装置に入る前の水に、殺生物剤、殺菌消毒剤又はこれらの組合せを添加
することをさらに含む方法。
【請求項２１】
前記水システムが膜、伝熱装置又はこれらの組合せを含む、請求項１４記載の方法。
【請求項２２】
前記工業用水システムが特有の滞留又は移行時間を有していて、当該方法が、上記特有の
滞留又は移行時間にわたって生存可能な生体物質を奪活又は機能停止させるのに有効であ
る、請求項１４記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表面の微生物汚損に関する問題に対処する方法に関する。これに関して特に
興味深いのは、膜及び伝熱面の微生物汚損である。
【背景技術】
【０００２】
　化学、食品及び飲料、製薬、電子及び電力産業など多くの産業では浄水が必要とされる
ことが多い。通常、これらの産業での用途では、汚染物質を除去するため水源の処理が必
要とされる。蒸留、濾過、イオン交換、逆浸透、光酸化及びオゾン処理或いはそれらと従
来の化学的浄化法との組合せを始めとする様々な水処理技術及び化学処理が知られている
。多くの場合、様々な溶存固形物、有機物及び微生物活性成分を含有する給水が、熱交換
器のような水処理システム又は装置内を流れ、汚損状態を生じてシステム又は装置の効率
を損なってしまう。
【０００３】
　プロセス給水に含まれる汚染物質の除去には、膜が常用される。膜には、ミクロフィル
ター、ナノフィルター、限外濾過フィルター及び逆浸透膜が挙げられる。濾過操作の当然
の帰結として生じる一つの問題は、膜表面の汚損である。汚損物質は、有機物（腐蝕物、
油脂、グリースなど）、無機物（粘土、シルト、炭酸カルシウム、リン酸カルシウムなど
）及び微生物という一般分類に分類することができる。この分類の最後のもの（微生物）
が、本願発明の方法が適用される汚染物質である。
【０００４】
　膜内部での汚染物質の堆積の防止には、化学薬品が常用される。例えば、無機物の汚損
を軽減するためスケール防止剤が用いられる。しかし、スケール防止剤は、微生物汚損に
はほとんど或いは全く効果がない。微生物汚損の抑制には、殺生物剤が用いられることが
多い。しかし、殺生物剤は微生物を死滅させるが、一部の微生物は依然として膜内に存在
し、死んだ生物の残骸を養分として生存し続けることがあり、それらの存在は流れの抵抗
として作用して、膜システムの効率的な作動を妨げる。状況をさらに悪化させるのが、膜
表面に形成された生物膜（バイオフィルム）が生物増殖に格好な保護環境（ニッチ）を与
え、除去するのが難しいことである。膜から微生物汚染を除去又は浄化するのに化学薬品
の使用が必要とされる通常の処理は、膜の寿命に悪影響を与えるおそれがある。
【０００５】
　実際、生物膜の存在は、流体の流れへの抵抗を生じさせるだけでなく、伝熱装置（例え
ば工業用冷却塔で用いられる熱交換器）のような装置表面に堆積すると、熱伝導に対する
抵抗も生じさせる。膜の場合と同様に、この問題を軽減すべく殺生物剤として知られる化
学薬品を用いることができるが、かかる化学薬品は高価であり、環境ハザードの問題を生
じる。さらに、死んだ微生物の残骸によっても伝熱効率が低下してしまう。そのため、工
業用水プロセスの伝熱表面のような装置での生物汚損を軽減することが求められている。
例えば冷却塔では、伝熱装置の表面に堆積したバイオマスの影響は、膜表面に堆積したバ
イオマスと同様である。場合によっては、流体の流れが制限されることがあり、熱伝導の
流れが制限されることもある。いずれの場合にも、装置内への微生物の侵入、増殖、生物
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膜を形成するほどの繁殖を防止する方法が必要とされる。本願発明の方法は、微生物が内
部膜及び／又は伝熱表面と相互作用する前に、微生物の影響を低減することによって、こ
の問題に対処する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００７／０１３１５５６号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　今回、表面の生物汚損の原因となる微生物を放電及び／又は電場を用いて破壊すること
によって生物汚損を防止する方法を見出した。具体的には、本方法では、膜濾過又は熱交
換器内での循環のような他のプロセスに付す前に、給水流その他の液体流中の微生物を破
壊する。水中の微生物を破壊又は変性させることによって、微生物はプロセス装置表面又
は内部での堅固な生物膜を生じることができなくなる。
【０００８】
　特に、本発明の一実施形態では、給水に含まれる菌体を破壊することのできる約１０～
約８０ｋＶ／ｃｍ程度の強い電場を発生させることができる装置で給水を処理する。本装
置は、電場効果によって菌体を穿孔することによって、水を実質的に滅菌し、生菌又は生
存能維持菌体を効果的に除去する。
【０００９】
　本発明の別の実施形態は、繰返し短い容量性放電を用いる方法に関する。容量性放電の
効果は、上記とほぼ同様に汚染生物を死滅させることである。
【００１０】
　別の実施形態では、上述の実施形態のいずれかと化学的処理との組合せを提供する。菌
体を化学的処理と共に電場に付すことによって、給水から微生物汚染をなくすための致死
電場強度の低減及び／又は化学薬品投入量の低下及び／又は全処理時間の短縮が可能とな
る。
【００１１】
　別の実施形態では、トリチェリパルスとして知られるコロナ放電又は紫外（ＵＶ）光の
影響下でフリーラジカルを発生させることのできる化学薬品を併用することによって、微
生物及び／又は除去し難い有機物を浄化する。コロナ放電の場合、コロナを生じるのに必
要な電場の強さは、電源に接続されたワイヤの直径の関数である。通例、直径が数ミリメ
ートルのワイヤでは、コロナ放電は２５ｋＶの電位及びわずか数ミリアンペアで惹起でき
る。ワイヤが中空伝導管である場合、化学薬品を（ポンプ）で中空伝導管の全長を流して
導入することが可能であり、化学薬品が管から出る際に、化学薬品の放出地点の大きな曲
率半径のため中空伝導管の開口部で発生するトリチェリパルスによって生じる電離放射線
に付される。化学薬品とは、イオン化の際に、微生物及び／又は除去し難い有機物を除去
するのに利用できる多数のフリーラジカルを発生させることのできる液体又は気体をいう
。一実施形態では、コロナ放電の有益な効果を最適化できるように、かかるワイヤの格子
を用いて、流れパイプその他の手段において良好な占有断面積を得ることもできる。コロ
ナ放電の極性は必ずしも重要ではないが、接地に対して負の電力でコロナを用いることの
利点は、副産物の一つがオゾンであることである。オゾンは公知の殺菌消毒剤であり、所
期の目的に有用な種類のラジカルを生じさせる傾向がある。
【００１２】
　コロナ放電に関する説明は、紫外線にも同様にあてはまる。この場合、紫外線が化学薬
品と相互作用して流水中でフリーラジカルを（光化学反応などで）生成できる場所まで、
紫外線を効率的に伝送するＵＶ光ファイバーその他の手段を通して又はその周囲で化学薬
品を移送することができるようにすれば、フリーラジカルを菌体及び／又は難処理性の有
機物と相互作用させることができる。
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【００１３】
　いずれの場合も、終局は、通常はフリーラジカルを生じない有機物から電気又はＵＶそ
の他のエネルギー装置によってフリーラジカルを発生させ、ラジカルを水中の不要成分と
相互作用せしめることである。フリーラジカルは寿命が短いので、この目的に理想的であ
る。
【００１４】
　本発明を特徴づける様々な新規な特徴については、特許請求の範囲に具体的に記載され
ている。当然、本発明の様々な構成要素には変更及び置換をなすことができる。本発明は
、記載された構成要素の部分的組合せ及びサブシステム、並びにそれらの使用方法にも存
する。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】有効性の尺度としてＡＴＰを用いる典型的試験を示す図である。
【図２】平板計数法を用いて有効性を検証した図１の一連の試験を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、図面を参照するが、これらは例示的なものにすぎず、限定的なものではない。ま
た、同じ要素には同じ番号を付したが、説明の便宜上、すべての図においてすべての符号
を繰り返してはいない。
【００１７】
　本明細書及び請求項で用いる近似表現は、数量を修飾し、その数量が関係する基本機能
に変化をもたらさない許容範囲内で変動しうる数量を表現する際に適用される。したがっ
て、「約」のような用語で修飾された値はその厳密な数値に限定されない。場合によって
は、近似表現は、その値を測定する機器の精度に対応する。本明細書に記載された範囲の
上下限は、互いに結合及び／又は入れ替えることができ、そうした範囲が特定されていて
も、文言上又は文脈から別途明らかでない限り、その範囲内に属するあらゆる中間範囲が
包含される。実施例又は別途明示されていない限り、成分、反応条件などの量に関する数
又は表記はすべて、すべての例で用語「約」で修飾されていると理解すべきである。
【００１８】
　本明細書で用いる「備える」、「含む」、「有する」等の表現は、非限定的な内包を示
す。例えば、一群の構成要素を含む方法、製品又は装置は、必ずしもこれらの構成要素だ
けに限定されず、明示されていない構成要素又はかかる方法、製品又は装置に固有でない
構成要素を含んでもよい。
【００１９】
　本発明は、膜及び冷却塔装置などの工業プロセス装置の生物汚損を防止又は最小化する
方法に関する。給水その他の液体中の微生物を、高電場又は急速な容量性放電のいずれか
或いはそれらと急速な容量性放電との組合せに付して、プロセス装置の生物汚損を低減又
は解消する。
【００２０】
　本発明の一実施形態では、プロセス装置に入る前の水その他の液体に、パルス電場を用
いて高電圧プロセスを印加する。一連の短い高電圧パルスを用いてパルス電場を作用させ
て、細胞壁を穿孔する強電場をもたらす。「穿孔」とは、電場が電気穿孔を惹起するのに
十分に高く、菌体の内部を破壊的な電場及び／又は周囲の媒体に効果的に曝露する孔が開
くことを意味する。細胞壁を損傷又は破壊することによって、水中の微生物が破壊され、
プロセス装置の生物汚損を引き起こす生菌は存在しなくなる。特定の作用機序に束縛され
るものではないが、具体的には、上述の電気処理によって生物が死滅及び／又はその生体
物質の大半が変性すると考えられる。本発明の主態様では、電場の印加は、水が装置又は
膜に入る前に行われるので、電場の印加は前処理プロセスと考えることができる。
【００２１】
　所期の目的に好ましい電場の強さは約１０～約８０ｋＶ／ｃｍであり、好ましくは約２
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５～６０ｋＶ／ｃｍである。パルスはどのような形状からなるものでもよく、各用途でど
の程度の電力を要するかに基づいて選択することができる。ある用途では、矩形波として
印加しうるパルスの持続時間は約１０-4～約１０-9秒であり、最適持続時間は約１０-6秒
である。パルスレート（パルス繰返し数）は、パルス回路で処理されずに残る水の部分が
生じないように、処理すべき水の流速に基づいて選択される。かかるパルスレートは通例
約２～約５ｋＨｚ程度であり、好ましいパルスレートは３ｋＨｚである。
【００２２】
　さらに別の実施形態では、当技術分野で「雷放電」として知られる放電を用いて、上述
の微生物の奪活と基本的に同じ奪活を達成することもできる。この実施形態では、処理す
べき水を通して容量性放電を起こす。「雷放電域」を通過する水は殺菌される。この実施
形態の基本的要素として、マイクロ秒パルスを用いた放電があり、酸化性ラジカル、衝撃
波及びＵＶを生じさせる。この技術の有効性をさらに高めるため、水中に空気又は気泡を
導入してもよい。気泡は放電時にキャビテーションを起こして、局所的な温度及び衝撃波
を生じ、主要な放電経路に沿って酸化性ラジカル及び紫外線を増大させる。パルスの立ち
上がり時間は、処理すべき水の流れ及び微生物汚染の程度に応じて、マイクロ秒から数ミ
リ秒まで変更し得る。実施に際して、この実施形態は、以下の（ｉ）～（ｉｖ）の１以上
からなるものとすることができる。（ｉ）一方又は両方の電極チップを、気水界面又は水
カラム表面に配置すること、（ｉｉ）電極表面を誘電体又は絶縁体で被覆して電極チップ
の一部分だけが水に露出されるようにし、放電を開始するための高電流密度又は高電場勾
配の領域をもたらすこと、（ｉｉｉ）空気又は気泡その他の容量性放電と相互作用して酸
化性フリーラジカルを生じることができる化学薬品を導入することによって、酸化性ラジ
カルの量を増大させること（空気又は気泡は水のバルク導電性を低下させ、放電、キャビ
テーション及びラジカル形成の開始前に漏電を生じることなく、蓄電回路で達成される絶
縁破壊電圧を高めることができる。）、及び／又は（ｉｖ）高電圧又は接地電極又はその
両方のチップを通して空気及び／又は化学薬品を注入すること。この技術のさらなる改良
は、磁場を用いて放電を閉じ込めて、いわゆる「トリー（樹枝状）」放電をなくし、電流
経路が、密な柱状束のようなコンパクトな空間充填束で起こるようにする。
【００２３】
　雷放電プロセスにおけるパルスの形状及び消費エネルギーに重要な役割を果たす一つの
因子は、液体媒体の導電性である。例えば、導電性の範囲は、脱イオン化水の１３～１５
μＳ／ｃｍから水道水の約１．２～１．５ｍＳ／ｃｍである。導電性が高いと、処理プロ
セスの有効性に大きく影響しかねない。プロセスは、絶縁破壊前領域と絶縁破壊後領域と
に分けられる。絶縁破壊前領域の電流の大きさは、液体の導電性に大きく依存する。絶縁
破壊前の電流（絶縁破壊後の電流の最大６０倍にもなり得る）は処理プロセスに全く寄与
しないので、効率を最大化するには、絶縁破壊前の電流を最小限にすべきである。絶縁破
壊前電流を制限するには、媒体の導電性を制限するか、或いは絶縁破壊がピークの直後に
起きるように放電特性を変更して絶縁破壊前電流が無視できるようにすればよい。例えば
、ほぼ垂直な前縁（例えば、マイクロ秒又はナノ秒の立ち上がり時間）をもたらす駆動回
路によって、水溶液の導電性に抗して絶縁破壊電圧を達成できるし、或いはマイクロバブ
ルを供給して絶縁破壊前の漏電経路を遮断することによって、水の導電性を低下させるこ
ともできる。
【００２４】
　水媒体に印加されるパルスの数も導電性及び水温に影響を与える。加える「ショット」
又はパルスの数が大きいほど、容器内の導電性は増す。その原因としては、放電時に電極
表面の金属の一部が蒸発してイオンとして水中に溶解すること、或いは次回の放電時に抵
抗の最も小さい経路をなす部分イオン化領域又は経路が形成することが挙げられる。
【００２５】
　もう一つの考慮すべき因子は、プロセスに対する間隙距離の影響である。ギャップ電圧
が増すと、必要とされる高電圧絶縁破壊状態を達成するための印加電圧の大きさが増す。
また、電圧が増すと、高電圧まで蓄電する際にコンデンサーに蓄積されるエネルギーが大
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きいので、インパルスで送達されるエネルギー量も増す。
【００２６】
　別の実施形態では、上述のパルス電場法及び「雷放電」法はいずれも致死強度未満で用
いることができ、微生物がコロニーも生物膜も形成せずにプロセス装置全体を通過するの
に十分な時間奪活しておけばよい。この効果は、微生物及びその代謝又は酵素過程が少な
くとも一定期間、中断、変性又は機能停止するので、「機能停止（stun）」効果として表
現することができる。実際、このプロセスは、致死量未満の化学薬品の添加によって促進
できる。この実施形態では、電場効果によって菌体が穿孔され、そうした菌体は、使用量
の低い、通常は致死量未満の化学薬品に対して感受性が増しているという利点をもつ。こ
れらの薬品を導入すると、水に含まれる微生物をさらに奪活及び／又は死滅させることが
できる。この方法で使用し得る化学薬品の例としては、特に限定されないが、当技術分野
で公知の殺生物剤及び／又は殺菌消毒剤又は酸化剤が挙げられる。例えば、殺菌消毒剤と
して、塩素、過酸化水素、過マンガン酸カリウム及びこれらの組合せがある。殺生物剤又
は殺菌消毒剤は、パルス放電の前又は後に存在していてもよい。
【００２７】
　本発明の方法は、特に限定されないが、水システム、食品・飲料加工システムを始めと
する様々なシステムで利用できる。本方法は、特に、膜を含むシステムで、膜、マイクロ
濾過膜、ナノ濾過膜及び逆浸透膜の生物汚損を防止するのに適用できる。本方法を用いる
ことのできる水システムの例としては、特に限定されないが、開放型再循環式水冷却シス
テム、パルプ・製紙システム、水輸送パイプライン、閉鎖型冷却システム、逆浸透システ
ム、空気洗浄システム、散水システム、貫流型水システム、炭化水素貯蔵システム、炭化
水素輸送パイプライン、金属加工流体システム及び水性鉱物処理システムがある。本発明
のコスト及び有効性は、ある種の状況下、例えば、水の導電性が低く、生物物質レベルが
低ければ、電気的実装が比較的容易となり、処理効率が高まるＵＰＷプラントの精製ルー
プなどで、特に有益である。
【００２８】
　好ましい実施形態を参照して本発明を説明してきたが、当業者であれば、本発明の技術
的範囲から逸脱せずに、これらの実施形態に様々な変更又は置換をなすことができる。し
たがって、本発明の技術的範囲には、上述の実施形態だけでなく、特許請求の範囲に属す
るあらゆる実施形態が包含される。
【実施例】
【００２９】
　以下は、本発明で開示したパルス電力システムの有効性の実例である。
【００３０】
　本発明の方法の有効性を調べるため、ＡＴＰ（アデノシン三リン酸）を用いて一連の試
験を遂行した。２通りのＡＴＰ試験を行った。最初の試験では、試料をパルス電場（ＰＥ
Ｆ）セルに付す前後に、「遊離」又は「バックグラウンド」ＡＴＰ測定を行った。こうし
て、ＰＥＦセルの影響による「遊離」ＡＴＰの増加を求めた。第２のＡＴＰ試験は、試料
中の「総」ＡＴＰを求めるために行った。ＰＥＦ処理後のＡＴＰ値を総量値と比較するこ
とによって、総量のうちＰＥＦ処理が達成された割合を推定できる。総ＡＴＰの測定値と
遊離ＡＴＰの測定値とが等しければ、試料中の全ての細胞が溶解したことになる。
【００３１】
　場合によって、生菌数（平板計数）データを得たが、ＡＴＰ試験の結果と、平板計数の
結果とが一致しないの通常であった。一致しない理由は明らかでないが、「一過性効果」
と「完全死滅」（特に、電場の強さが最適値未満の場合）とに関連していると思われる。
具体的には、一過性効果は、損傷によって微生物を奪活できる（テーザー銃でヒトが一時
的に無力化されるのと同様）が、長時間インキュベーション（平板計数に要する２日間）
すると微生物は回復又は再生する（テーザー銃と同様、奪活期間後に効果が失われる）。
このように、平板計数の結果とは「一致」しないＡＴＰ値の変化が観察されることがある
。
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　有効性の尺度としてＡＴＰを用いた典型的な試験を図１に示す。この場合、電場の強さ
は３０ｋｖ／ｃｍであり、パルス周波数は１．５～３．０ｋＨｚで変化させ、パルス幅は
２０マイクロ秒であり、総処理時間は８１４～１６２８マイクロ秒で変化させた。
【００３３】
　ＡＴＰデータによれば、ＰＥＦ処理によって所定の条件下で遊離ＡＴＰが増大した。図
１からは、処理時間の重要性も認められる。３０ｋｖ／ｃｍにおいて、８１４マイクロ秒
の処理時間では、遊離ＡＴＰ値は比較的低かった。しかし、同じ流速で繰返し周波数を１
．５ｋＨｚから３．０ｋＨｚへと高めて、処理時間を８１４マイクロ秒から１６２８マイ
クロ秒へと延ばしたところ、試料中の「遊離」ＡＴＰレベルは、総量線（１００％死滅を
表す）と比較して顕著に上昇した。この試験では、電場の強さが全ての菌体（微生物の初
期添加量は１０6ｃｆｕ／ｍｌのオーダーであった）を穿孔するには十分でなかったので
、総量線には達しなかった。
【００３４】
　図２に示す通り、プロセスを繰返したが、今回は、残存生菌数の濃度を示す平板計数法
を用いて有効性を検証した。
【００３５】
　この事例では、装置に関連した問題のため、２５ｋＶ／ｃｍの電場の強さを用いた。上
述の通り、完全死滅は達成されなかったが、平板計数データは好ましいものであった（例
えば、対照の生菌数は１，３９０，０００コロニー形成単位／ｍｌであった）。処理（Ｐ
ＥＦ装置の作動）後、コロニー形成単位／ｍｌは約２０７，０００に低下した（コロニー
形成単位／ｍｌとして約８５％の低下）。この生菌数データは上述のＡＴＰアッセイの結
果とほぼ一致しているが、本明細書に記載していない他の実験には、ＡＴＰデータで死滅
又は一過性効果が示唆されたが、平板計数データではその効果を検証できなかったものも
あった。これは、平板計数データが長期（２日間）指標であり、一過性効果はほとんど捕
らえられないからであろう。ただし、データは、機能停止効果が一時的に存在すると、か
かる処理が、ＲＯ型又はサブミクロン孔径のクロスフローフィルターのような滞留時間の
短い装置での給水の処理に極めて有効であることを示唆しているる。
【００３６】
　３５ｋＶ／ｃｍ以上の電場の強さで微生物が死滅することを検証するため、平板計数法
による最終試験を行った。この試験の結果から、この電場の強さでは、生菌数値が１０5

ＣＦＵ／ｍｌから＜１０2ＣＦＵ／ｍｌに低下することが判明した。
【００３７】
　雷放電による殺菌の場合、シュードモナス（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ）と硫酸還元菌を
含む水１００ｍｌを、１０ｋＶの１．２マイクロ秒パルスで処理した。エネルギーは１．
３Ｊ／ｍｌのオーダーであった。処理した水試料の定性分析から、１パルス後には、検出
可能な細菌は存在していなかった。
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